






















































2 ) 香織敏麿『憲法解釈の法理J(信山社、笈lO5年)48頁(以下、 I香城解説jとして引用)。


































































































































































































































21) 松本和彦「公共の福祉の概念」公法研究67号 (2∞5年)136頁 (143頁)、門田孝「違憲審査における『目的審査』の検討(l)J広
島法学31巻2号 (2∞7年)145頁(155頁)。











































































































































































































































39) 佐藤幸治『日本国憲法論J(成文堂、 2011年)254頁は、 rf婆縮効果j論は、(. ...)表現の自由の保障の全般を貫く基礎的哲学
と解すべきではないか」とする。もっとも、従来も例えば営利的表現の類型化の際の理由のーっとして、「営利的表現には萎縮効果
が働きにくい」という議論が提示されてきた(例えば、表現の自由の消極的正当化と積極的正当化の議論全般も含め、阪口正二郎
「表現の自由の『優越的地位』論と厳格審査の行方j駒村圭吾・鈴木秀美(編)r表現の自由 1J (尚学社、 2011年)558頁 (575頁)) 
が、これが事実として根拠のあるものかどうかは考慮されてこなかった。
40) この点、奈須祐治「自己統治j駒村・鈴木(編)・前掲注39)41頁が興味深い。他方、山本龍彦は、表現の自由の保障に消極的
な日本の判例の問題点として、萎縮効果等に関する経験的判断の不足を指摘する(山本龍彦「表現の自由のプラグマテイズムj同
書529頁 (554頁))が、萎縮効果を経験的なレベルで捉えた場合、表現の自由に有利な結果となるかどうかは予断を許きないところ
があるのではないか。
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